
北朝鮮による韓国・延坪島への砲撃に関する意見書 

 

北朝鮮は、１１月２３日、韓国の延坪（ヨンピョン）島に対して砲撃を行い、

韓国軍との間で一時交戦状態となった。この砲撃により、韓国軍兵士だけでな

く、同島の民間人も巻き込み死傷者が出ており、住民約１，６００人が緊急避

難する事態となった。民間人が居住する島への無差別の砲撃は、朝鮮戦争の休

戦協定はもとより、国連憲章にも、北朝鮮自身が当事者である南北間の諸合意

にも反する無法な行為である。 

北朝鮮は、今回の行動を韓国軍が「北朝鮮の領海」で軍事演習を行い、砲撃

したことへの反撃だとしている。この海域における境界線については、韓国と

北朝鮮の主張が異なっているが、それを武力攻撃の理由にすることは、断じて

許されるものではない。 

よって、本市議会として、北朝鮮に対し、挑発的な行動を繰り返さないこと

を厳重に求めるとともに、以下のとおり国における緊急の対応を求める。 

 

記 
 
１ 北朝鮮の軍事挑発行動に対し、毅然とした外交姿勢で臨むこと。 

２ 事件をさらなる軍事的緊張や軍事紛争につなげることなく、外交的・政治

的な努力によって解決する取り組みを積極的に行い、関係各国に働きかける

こと。 

３  政府においては、危機管理体制を強化すること。 
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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